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概要 
我が国の⾃殺者数は 98 年に年間 3 万⼈台に急増し、以来 7 年間にわたり 3 万⼈を超え

る⽔準で推移している。WHO によれば、⾃殺の問題は世界的にみても深刻な問題であ
り、世界の主要な死因の上位 20 位以内に⼊っている。その数はマラリアや乳がん、戦争
や殺⼈による死者数を超え、年間 80 万⼈近くの⼈が⾃殺によって死亡している。我が国
における⾃殺研究は(1)社会学的・⼼理学的研究、(2)疫学的研究、(3)医学的研究の三種類
のアプローチに基づいて、主に健康の側⾯から⾃殺を研究し、有効な対策を⽴てようと試
みており、優れた研究が蓄積されている。これらの研究から⾃殺リスクに繋がるうつ病や
精神疾患の背後には、各個⼈の社会的⽴場の関係性や、事業・雇⽤の問題による経済的困
窮などの要因が存在しており、それらを解決することが⾃殺率の改善につながると考えら
れている。 
 その⼀⽅で、これらの多くの先⾏研究では被説明変数の⾃殺率として粗死亡率が⽤いら
れている。国別・地域別⽐較や時系列⽐較の際に、対象となる集団の年齢構成が異なる
と、粗死亡率では正しく⽐較を⾏うことが出来ない。 
 したがって本研究では、年齢調節を⾏った⾃殺率を⽤いることにより、年齢構成の違い
による影響を排除した年齢調整⾃殺率と完全失業率の関係の分析を⼈⼝学的に⾏うことを
⽬的として分析を⾏った。 
 本研究からは、年齢調整死亡率と完全失業率について正の関連性があること、男⼥別で
は男性の⽅が正の関連性が強いこと、また、都道府県の異質性を考慮すると、単純な OLS
よりも完全失業率が年齢調整⾃殺に与える効果が⼤きいとの知⾒が得られた。 
 
 
キーワード：経済的困窮、年齢調整⾃殺率、完全失業率、パネルデータ分析 
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はじめに 
本研究は、我が国の年齢調整⾃殺率の動向に関して、完全失業率を説明変数とした回帰
分析を⾏う事で、完全失業率が⾃殺率に及ぼす影響を考察することを⽬的とする。また、
⼈⼝構成の影響を受けない年齢調整⾃殺率を分析に⽤いていることが特徴となっている。 

 

1. 研究の背景と先⾏研究 
我が国の⾃殺者数は、98 年に年間 3 万⼈台に急増し以来 7 年間 3 万⼈を超える⽔準で推

移している。厚⽣労働省（2022）による警察庁の⾃殺統計によると令和 3 年には年間 2 万
1007 ⼈と急増した 98 年以前の⽔準を保っているが、依然⾼い⽔準にある事には変わりは
ない。 

WHO(2019)によると、⾃殺は世界的に⾒ても深刻な問題であり、世界の主要な死因の
上位 20 位以内に⼊っている。その数はマラリアや乳がん、戦争や殺⼈による死亡者数よ
りも多く、毎年 80 万⼈近くの⼈が⾃殺によって死亡しており、より深刻な問題となって
いる。⾃殺防⽌が待ったなしの課題となっている中で、国⺠の幸福を⼀定程度維持するこ
とが政府の役割であると考えるのであれば、⾃殺の増加は対策を要する重要な政策課題で
あるとされる（澤⽥他 2013a）。 
また京都⼤学（2006）によれば、うつ病等精神疾患に対する早期の把握・治療だけでな

く、経済社会的要因等危険因⼦を明らかにしていくことが重要としている。 
澤⽥他(2013a)によれば、⽇本における⾃殺研究は⑴社会学的・⼼理学的研究、⑵疫学

的研究、⑶医学的研究の３つに⼤別することができるとされている。⑴は精神分析の⽴場
から⼈が⾃殺に⾄る要因を調べたものであり、⑵は⾃殺につながりうる健康状態につい
て、集団を単位として統計的に把握し、予防・対策につなげることを⽬的とするものであ
る。そして、⑶は精神疾患との関連で⽣物学的側⾯・脳科学的側⾯から⾃殺を分析した研
究である。 

以上のように、さまざまなアプローチに基づいて、主に健康の側⾯から⾃殺を研究し、
有効な対策を⽴てようとしてきた優れた研究が蓄積されてきている。これらの研究から⽰
されているのは、⾃殺リスクにつながるうつ病など精神的な健康の背後には、個⼈が社会
の中で置かれている関係性や、事業・雇⽤の問題など経済的困窮が存在する可能性が⾼い
という事である。 
具体的には、澤⽥他(2013b)が、経済学的分野で⾏われてきた⾃殺に関する様々な実証

研究の結果を⽰している。この中では、国や地域別の⾃殺率などの社会経済変数を説明変
数とした回帰分析を⾏う研究が複数⽰されている。社会経済変数には様々なものがある
が、1 ⼈当たり所得⽔準など所得や富を表す変数、失業率・有効求⼈倍率など労働市場の
状況を表す変数、⼈⼝構造や家庭の状況、健康状態を表す変数が⽤いられている。これら
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のデータはマクロデータであり、個⼈の経済状況と⾃殺率の関係⾃体を⽰すものではない
ものの、マクロ的な社会経済変数と⾃殺率に相関関係が存在することが明らかになってい
る。 
澤⽥他(2013c)は、⽇本の⾃殺率は OECD諸国の中で最も⾼い⽔準にあり、1997〜1998

年の「急増」、1998 年以降ずっと⾃殺者数が⾼⽌まりしているという「恒常性」、⾃殺者の
「若年化」という 3 つの特徴があるということを明らかにしている。また、⽇本の⾃殺の
背後には経済的要因があるということも指摘している。1997〜2007 年の間に⾃殺者数は
約 1.5%低下したが、中⾼年層の⾃殺率への起与はマイナスである⼀⽅、男⼥ともに若年
層の⾃殺率への起与はプラスで中⾼齢層のマイナスを打ち消す形になっている。この期間
中、若年層の失業率が⾼⽌まりし、完全失業率も上昇していることからも、⾃殺の背景に
は「失業」の問題があるのではないかと澤⽥他(2013c)は分析している。 

⼀⽅、澤⽥他(2013d)は、政府の経済政策や福祉政策と⾃殺率の関係を検証して、経済
政策や福祉政策が地域の⾃殺率に影響を与えることを⽰し、特に失業対策費など経済政策
に係る⾦額と⽣活保護費など福祉政策に係る⾦額が⾃殺率と負の関係にあることを明らか
にした。そして、これらを通じて、経済的困窮を緩和する政策が⾃殺率を低下させると分
析している。 

経済の衰退が失業率の増加につながることは⽞⽥(2010)によって⽰されており、⾦融危
機のため、国内の銀⾏や証券会社が破綻し、中⼩企業の経営が困難になったことで失業率
が上昇したと指摘している。そして、失業により、⽇常⽣活が苦しくなるとともに、将来
の収⼊⾒通しが⽴たないことや⽣涯所得の低下が発⽣する。そのため、Hamermesh & 
Soss（1974）による「⽣活における満⾜度が個⼈毎の基準を下回った時に⾃殺を⾏う可能
性が⾼まる」という理論に基づけば、失業率の上昇が⾃殺・⾃殺未遂の増加要因になるこ
とと推察される。さらに失業は精神的・⾁体的疾病と同時に起こっていることも多く、複
合した深刻な⾃殺の危険因⼦ともなりうる。実際、多くの実証研究において、失業率が⾼
いことと⾃殺率が⾼いこととの相関関係が明らかになっている。 

その⼀つとして Chen et al.（2012）が挙げられる。これは Stanley, Doucouliagos & 
Jarrell（2008）のメタ回帰分析と呼ばれる⼿法を⽤いて、既存研究が報告している実証研
究結果の頑健性を検証したものである。これによれば、既存研究に共通してみられる主な
傾向が３つあると明らかになっている。第１に、所得が⾃殺率に与える影響は過⼤評価さ
れていること、第２に、所得の不平等が拡⼤すると⾃殺率が増えること、第３に失業と⾃
殺率に正の相関関係があることである。 

以上のような先⾏研究の検討に基づけば、⾃殺に影響を与える様々な社会経済的要因の
中でも、特に失業率に着⽬することが重要であると考えられる。 

⼀⽅、多くの先⾏研究では被説明変数の⾃殺率として粗死亡率が⽤いられている。⼀般
に、国別・地域別⽐較や時系列⽐較の際、対象となる集団の年齢構成が異なると、粗死亡
率では正しい⽐較を⾏うことができない。そこで本研究では年齢調整を⾏った⾃殺率を⽤
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いることにより、年齢構成の違いによる影響を排除した⾃殺率と完全失業率の関係の分析
を⼈⼝学的に⾏うことを⽬的としたものである。 

 

2. データと⽅法 
前節で述べた通り、多くの先⾏研究では、様々な社会的要因の中でも完全失業率が⾃殺率

に統計的に有意な影響を与えていることが確認されている。しかし、それらの多くでは⾃殺
率に関して、年齢調整死亡率ではなく、粗死亡率が使われているため⼈⼝学的な観点でみる
と適切であるとは⾔えない。 

そこで本研究では年齢調整⾃殺率を完全失業率によって分析、モデル推定を⾏う。2.1 節
では使⽤するデータ、2.2 節では分析⽅法について述べる。 

 

2.1. データ 

年齢調整⾃殺率のデータは、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本版死亡データベース
（Japanese Mortality Database, 以下 JMD）」による「Hi分類」の「⾃殺」のデータを⽤
いた。また、完全失業率について、全国については総務省統計局「労働⼒調査 ⻑期時系列
データ」（総務省統計局 2022a）の「年齢階級（5歳階級）別完全失業者数及び完全失業率」
と、都道府県別については「労働⼒調査参考資料」（総務省統計局 2022b）を⽤いた。利⽤
したデータの期間は、全国については 1990―2019 年で、都道府県別については 1997―2020
年である。性別に関して、全国については男⼥別、男⼥計ともに使⽤した。⼀⽅で、都道府
県別の完全失業率のデータについては男⼥別のモデル推計がなされていなかったため、男
⼥計のみを⽤いた。 

なお、「Hi分類」とは⽯井(2021)によれば、死因年次推移分類のコード名であり、History
の略である。現在は 1950―2020 年のデータがあり、16 種類の主要死因分類が提供されて
いる。本分類では他の死因分類に⽐較して分類数が少ない代わりに、JMD が公開している
死因分類の年齢調整死亡率の中では⼀番⻑い期間のデータが存在し、⻑期的な死因動向を
⾒るのに適した分類である。 

⽯井(2021)によると、⼈⼝動態統計における年齢調整死亡率の算出にあたっては、平成 2
年から昭和 60 年モデル⼈⼝(昭和 60 年の国勢調査⼈⼝を基に補正した⼈⼝) を使⽤してい
るが、前回の改定から既に 30 年以上が経過しており、現在の⼈⼝構成は当時と⽐較すると、
⾼齢化などの要因で異なっている。厚⽣労働省では、「基準⼈⼝の改訂に向けた検討会」を
2019 年 10⽉に⽴ち上げ、３回の審議を経て、2020 年 6⽉ 18⽇に基準⼈⼝の改訂の要否
及び新たな基準⼈⼝の設定に係る内容についての検討結果を、「基準⼈⼝の改訂に係る検討
結果の報告」として取りまとめ、(厚⽣労働省 2020)令和 2 年の調査から図１の「平成 27 年



8 
 

モデル⼈⼝」を基準⼈⼝とすることとされた。本研究で⽤いる年齢調整死亡率も、この基準
⼈⼝に基づくものである。 

 
図 1 基準⼈⼝（平成 27 年モデル⼈⼝） 
出典：基準⼈⼝の改定に向けた検討会「基準⼈⼝の改訂に係る検討結果の報告について」 
 

2.2. ⽅法 

最初に、全国の完全失業率と年齢調整⾃殺率の関係性について、次のようなモデルに基づ
いて推定を⾏った。 

Y! = α + βX" + υ"			𝑖 = 1,⋅⋅⋅ 𝑁			(1) 
 
 (1)の式において被説明変数であるY"は i 年における年齢調整⾃殺率であり、説明変数であ
るX"は i 年における完全失業率である。υ"は誤差項である。 
 次に、都道府県別の完全失業率と⾃殺率の関係性について、都道府県パネルデータ分析に
よる以下のモデルに基づいて推定を⾏った。 

𝑌"# = 𝛼 + 𝛽𝑋"# + υ"#		𝑖 = 1,⋅⋅⋅ N; 	𝑡 = 1,⋅⋅⋅ 𝑇			(2) 
𝜐!$ = 𝜇! + 𝜈!$    (3) 

 
(2)式において、被説明変数である𝑌"#は t 年における都道府県 i の年齢調整⾃殺率であり、

説明変数である𝑋"#は t 年における都道府県 i の完全失業率である。(3)式は⼀元配置誤差構
成要素回帰モデルによって誤差項を表したモデルである。𝜇!は観察不可能な個体の効果であ
り、𝜈!$は攪乱項である。本研究ではこれに基づき、プーリング推定、固定効果推定、変量効
果推定の 3 つのモデルについて推定を⾏った。 



9 
 

 
3.  結果と考察 

3.1. 記述統計量 

本節では、全国、都道府県別の完全失業率と年齢調整⾃殺率の記述統計量について述べる。 
全国の年齢調整⾃殺率と完全失業率の記述統計は表 1 のとおりである。完全失業率につい
ては、都道府県別の数値の範囲は 1.1~8.5%であり、その平均値は 3.7%である。都道府県別
以外のモデルで⾒ると、男⼥計の数値の範囲は 2.1~5.4%、男性は 2.0~5.5%、⼥性は
2.2~5.1%、各モデルの平均値は 3.8%, 3.9%, 3.6%となっている。⼀⽅で、年齢調整⾃殺率
については、全国の男⼥計の最⼤値は 28.3、最⼩値が 15.5（⼈⼝ 10 万⼈対、以下同様）、
男性の最⼤値は 41.3、最⼩値が 22.7、⼥性の最⼤値は 17.2、最⼩値が 8.8 となっている。
また、都道府県別のモデルについて、最⼤値は 45.4、最⼩値は 12.3 となっている。サンプ
ル数は、全国については 1990―2019 年の 30 個、都道府県別については、1997―2020 年
の 24 年間×47都道府県の 1128 個である。 
 
表 1 全国の年齢調整⾃殺率と完全失業率の記述統計量 

 

出典：総務省統計局「労働⼒調査」, 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本版死亡データベ
ース」 
 
また、各都道府県の年齢調整⾃殺率と完全失業率の記述統計については表 2 のとおりで

あり、表 1 の都道府県別の記述統計を 47都道府県ごとに⽐較した表となっている。完全失
業率をみると、最⼤値は沖縄県の 8.4%が⼀番⾼く、福井県の 3.7%が⼀番低い。最⼩値は
1.0~3.0%であり⼤きな差はない。次に年齢調整⾃殺率をみると最⼤値は秋⽥県の 45.4 が⼀
番⾼い。 

全国(男⼥計) 全国(男性) 全国(⼥性) 都道府県別
両⽅ 男性 ⼥性 両⽅

年次 1990ー2019 1990ー2020 1990ー2021 1997ー2020
30 30 30 1128

完全失業率（%） 平均 3.8 3.9 3.6 3.7
標準偏差 1.0 1.1 0.9 1.2
最⼤ 5.4 5.5 5.1 8.4
最⼩ 2.1 2.0 2.2 1.1

年齢調整⾃殺率（⼈⼝10万⼈対） 平均 22.2 32.3 13.3 23.0
標準偏差 3.4 5.6 2.1 5.4
最⼤ 28.3 41.3 17.2 45.4
最⼩ 15.5 22.7 8.8 12.3

記述統計
性別

サンプルサイズ
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表 2 各都道府県の年齢調整⾃殺率と完全失業率の記述統計量 

 

出典：表 1 に同じ 

平均 標準偏差 最⼤ 最⼩ 平均 標準偏差 最⼤ 最⼩
北海道 4.7 1.1 6.5 2.6 23.5 4.3 29.7 16.6
⻘森県 5.0 1.3 6.8 2.5 28.8 7.6 41.2 16.1
岩⼿県 3.7 1.1 5.7 1.8 30.1 6.8 40.4 19.4
宮城県 4.5 1.2 6.3 2.6 22.8 4.2 28.5 16.1
秋⽥県 4.2 1.0 5.7 2.6 32.4 8.7 45.4 16.2
⼭形県 3.1 0.9 4.8 1.7 25.6 5.0 32.1 17.0
福島県 3.9 1.1 5.5 2.1 24.8 4.3 30.8 17.8
茨城県 3.6 0.8 4.8 2.2 22.5 3.5 26.7 16.5
栃⽊県 3.5 0.8 4.7 2.0 24.0 4.2 29.9 16.8
群⾺県 3.4 0.8 4.7 1.9 24.5 3.7 29.9 17.3
埼⽟県 4.1 1.0 5.7 2.3 21.6 3.4 27.2 14.8
千葉県 3.7 0.8 4.8 2.1 20.6 2.5 24.0 15.9
東京都 4.3 0.9 5.6 2.4 20.3 3.4 25.3 14.2
神奈川県 3.9 0.9 5.2 2.1 19.5 3.3 26.0 13.3
新潟県 3.5 0.7 4.5 2.1 28.5 6.6 39.8 17.9
富⼭県 2.9 0.7 4.0 1.7 24.8 5.3 33.7 15.4
⽯川県 3.1 0.8 4.3 1.4 20.6 3.9 26.3 12.7
福井県 2.6 0.7 3.7 1.4 21.4 4.6 31.4 13.9
⼭梨県 3.1 0.7 4.4 1.7 23.4 4.3 28.7 15.9
⻑野県 3.0 0.6 4.1 1.7 22.5 3.9 28.2 15.7
岐⾩県 2.8 0.8 4.2 1.3 22.4 3.9 28.6 15.1
静岡県 3.1 0.6 4.1 1.9 20.4 2.5 23.5 15.7
愛知県 3.3 0.8 4.6 1.7 20.2 3.6 25.6 13.8
三重県 2.9 0.9 4.4 1.2 20.5 3.4 27.8 15.2
滋賀県 3.2 0.8 4.3 1.8 21.1 3.5 27.8 14.9
京都府 4.3 1.1 6.4 2.4 20.1 4.3 27.3 12.3
⼤阪府 5.4 1.4 7.7 2.9 22.8 4.1 30.2 15.8
兵庫県 4.5 1.2 6.8 2.3 21.8 3.6 29.0 15.7
奈良県 3.9 0.9 5.4 1.9 18.8 3.0 25.8 13.5
和歌⼭県 3.3 0.9 4.9 1.6 23.9 4.5 31.5 15.7
⿃取県 3.3 0.8 4.8 2.0 22.5 4.9 31.2 13.3
島根県 2.6 0.8 4.0 1.1 26.3 5.9 33.3 15.3
岡⼭県 3.5 0.7 4.6 2.2 19.4 3.0 23.6 13.6
広島県 3.5 0.7 4.5 2.4 21.0 3.5 27.1 14.6
⼭⼝県 3.2 0.8 4.4 1.8 22.9 4.6 30.7 15.1
徳島県 3.7 0.9 5.2 1.9 19.1 2.5 23.9 12.4
⾹川県 3.3 0.7 4.3 2.0 19.4 2.8 24.4 14.6
愛媛県 3.6 1.0 4.9 1.7 22.6 3.7 28.8 15.3
⾼知県 4.2 1.1 5.7 1.9 24.4 5.2 31.9 14.8
福岡県 5.0 1.2 6.9 2.8 23.1 4.4 30.5 15.1
佐賀県 3.4 1.0 5.0 1.8 22.4 4.9 28.4 13.7
⻑崎県 4.0 1.0 5.4 2.2 22.3 5.1 31.1 13.9
熊本県 4.1 0.8 5.1 2.7 22.7 4.4 29.3 14.0
⼤分県 3.6 0.9 4.9 2.0 22.2 3.9 28.1 15.3
宮崎県 3.7 1.2 5.8 1.4 27.9 6.2 36.5 16.9
⿅児島県 3.9 0.8 5.1 2.4 24.2 4.9 31.0 15.8
沖縄県 6.4 1.8 8.4 2.7 24.5 4.5 30.4 15.2

使⽤変数
完全失業率（%） 年齢調整⾃殺率（⼈⼝10万⼈対）
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図 2 年齢調整⾃殺率と完全失業率の関係（男⼥計） 

出典： 表 1 に同じ 

 

 

 

 

図 3 年齢調整⾃殺率と完全失業率の関係（男性） 

出典：表 1 に同じ 
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図 4 年齢調整⾃殺率と完全失業率の関係（⼥性） 
出典： 表 1 に同じ 

 
図 2〜4 は、x 軸を完全失業率、y 軸を年齢調整⾃殺率として⽰した散布図であり、図 2

は男⼥計、図 3 は男性、図 4 は⼥性を⽰している。図 2,3 から、男⼥計、男性で⾒ると、完
全失業率と年齢調整⾃殺率の正の関係性がみられる。⼀⽅、図 4 を⾒ると、⼥性では、図
2,3 と⽐較すると相関性が低いことがわかる。Hamermesh & Soss(1974)の研究では、アメ
リカ⼈の⽩⼈男性の⾃殺率と失業率について正の相関性があるとのべられており、図２〜
４で観察したわが国の動向と整合的な結果が⽰されている。 

 

 

図 5 男性、⼥性、男⼥計の年齢調整⾃殺率の推移 

出典：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本版死亡データベース」より 
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図 5 は男⼥計、男性、⼥性の年齢調整⾃殺率の推移を⽰したグラフである。図 5 から、
男性の年齢調整⾃殺率は⼥性と⽐較してかなり⾼い傾向がみられる。また、1997 年ごろに
年齢調整⾃殺率が男⼥ともに上昇している。そして、2009 年以降を⾒ると年齢調整⾃殺率
が徐々に低下していることがわかる。このことについて、（澤⽥他 2013e）は、2006 年に
制定された⾃殺対策基本法の効果が出始めたという⾒⽅を⽰している。 

 

 
図 6 年齢調整⾃殺率と完全失業率（都道府県）の関係 
出典：表 1 に同じ 
 
図 6 は全都道府県の年齢調整⾃殺率と完全失業率の関係を⽰した散布図である。図 6 で

は、完全失業率の上昇が、年齢調整⾃殺率を上昇させる傾向がみられるが、完全失業率や
年齢調整⾃殺率が、平均から離れたところでは、関係性が弱くなっているように⾒える。 
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図 7 年齢調整⾃殺率と完全失業率（モデル推計版）の関係（都道府県別） 
出典：表 1 に同じ 
 
図 7 は年齢調整⾃殺率と完全失業率の関係性を各都道府県の推定結果を⽐較できるよう

にしたグラフである。 
図 6 を踏まえて図 7 の都道府県別を⾒ると、各都道府県の完全失業率や年齢調整⾃殺率

のレベルに異質性があることが観察され、このことが、図 6 で両者の関係を弱く⾒せてい
る原因であることが推察される。このような各都道府県別の年齢調整⾃殺率と完全失業率
の関係の特徴から、都道府県の異質性を考慮したモデルが必要であることが⽰唆される。 
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3.2. 推定結果 

年齢調整⾃殺率のモデル推定結果を⽰したものが表 3、4 である。 
表 3 モデル推定結果（全国） 

 
出典：筆者推定 
 
 最初に表 3 は全国の男⼥計、男性、⼥性の 3 つの推定結果を⽰したものである。 
表 3 を⾒ると、⼥性以外のすべての推定結果で完全失業率の係数は 0.1%以下で有意であ

る。⼀⽅で、⼥性の推定結果では、完全失業率の係数の p値は 5%以下で有意性を⽰してい
ない。また、補正 R2に関してでは、0.00185 とかなり低い値で、強い関係は認められない。
この理由としては、⼥性の所得が家計を⽀えているケースは決して多くなく、⼥性の失業が
原因で収⼊が減少し、家庭の困窮に直結して、⾃殺に⾄るというケースが必ずしも多くない
ことが考えられる。このような結果は粗死亡率を⽤いた先⾏研究でも⾒られており、アメリ
カ⼈の⾃殺死亡率と失業率の関係性について分析した Neumayer(2003)や、旧ソ連の男⼥
を対象に分析した Brainerd(2001)の研究結果でも⼥性の失業率と⾃殺率の関係について有
意性が⾒られなかったことが報告されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

推定方法 男女計 男性 女性

完全失業率    3.9815***    2.3341*** 0.5235

(0.5931) (0.4457) (0.4209)

定数項   16.8716***   13.4493***   11.4041***

(2.3897) (1.7366) (1.5548)

N 30 30 30

(注)　(　　)内は標準誤差である。

*,**,***は、それぞれ5% , 1% , 0.1%水準で統計的に有意であること

を示している。

補正 0.6031 0.4768 0.0185
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表 4 モデル推定結果（都道府県） 

 
出典：筆者推定 
 
表 4 は都道府県のモデル推定について、についてプーリング推定、固定効果推定、変量効
果推定の 3 つの推定結果を⽰したものである。表 4 を⾒ると、完全失業率の係数はどのモ
デルでも 0.1%⽔準で有意性となっている。また、係数の絶対値を⾒るとプーリング推定よ
りも、固定効果推定と変量効果推定のほうが⼤きい。 
次に、プーリング推定、固定効果推定、変量効果推定の推定結果について、F検定、ラグ

ランジュ乗数検定、ハウスマン検定の三つの検定を⾏い、どの推定結果が最適であるか選択
する。F検定については F値が 27.993、P値が<2.2e-16 であり、帰無仮説が棄却されたた
め、プーリング推定に対して固定効果推定が正当化される。また、ラグランジュ乗数検定に
ついても、カイ⼆乗値が 2831.3、P値が<2.2e-16 であり、帰無仮説が棄却されたため、プ
ーリング推定に対して変量効果モデルが正当化される。そして、ハウスマン検定について、
カイ⼆乗値が 97.994、 P値が<2.2e-16 であり、帰無仮説が棄却されたため、固定効果推定
は変量効果推定に対して正当化されたことから、三つの推定結果のうち固定効果推定が採
択される。 
都道府県別パネルデータ分析によれば、プーリング推定よりも完全失業率が年齢調整⾃

殺率に与える効果は⼤きいという結果が得られ、都道府県の異質性を考慮することにより、
単純な OLS では完全失業率が⾃殺率に与える効果を低く推定していることが明らかになっ
た。 

 
 
 
 

推定方法 プーリング推定 固定効果推定 変量効果推定

完全失業率    2.3702***    3.4858***    3.4029***

(0.1122) (0.0982) (0.0979)

定数項   14.1549***   10.3013***

(0.4401) (0.5669)

N 1128 1128 1128

(注)　(　　)内は標準誤差である。

*,**,***は、それぞれ5% , 1% , 0.1%水準で統計的に有意であることを

示している。

補正 0.51730.51820.2832
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4.  結論 

4.1. まとめ 

 本研究では粗死亡率ではなく年齢調整⾃殺率と⾃殺の要因の⼀つである完全失業率を⽤
いて分析を⾏い、その関係性を検証した。本研究で得られた知⾒は以下のとおりである。 

年齢調整⾃殺率と完全失業率について全ての推定結果において正の関連性が得られた。
また、男⼥別では男性の⽅が正の関連性が強いことが⽰された。このことについては、
Hamermesh & Soss(1974)でもアメリカ⼈の⽩⼈男性の⾃殺率と失業率について正の相関
性がある事が⽰されており、これまでの粗死亡率の研究と同様であるという知⾒が得られ
た。 
⼥性の推定結果に関しては 5％以下で有意性が⾒られなかった。こちらについても、アメ

リカ⼈の粗死亡率と失業率の関係性について分析した Neumayer(2003)や旧ソ連の男⼥を
対象に分析した Brainerd(2001)の研究結果でも⼥性の失業率と⾃殺率の関係について有意
性が⾒られなかったという同様の結果が報告されており、粗死亡率を⽤いた先⾏研究と同
様の結果が得られた。 
都道府県別の推定結果については固定効果推定が採択された。また、プーリング推定と⽐

較して、固定効果推定の係数が⼤きいという結果が出ている。従って、都道府県別パネルデ
ータ分析によって、都道府県の異質性を考慮すると、単純な OLS よりも完全失業率が年齢
調整⾃殺率に与える効果が⼤きいとの知⾒が得られた。 

 

4.2．今後の課題 

本研究は⾃殺率の説明変数として⽤いた完全失業率のみを取り上げた。これについては、
京都⼤学(2006)でも、男性の⾃殺率と最も相関性が⾒られた変数であるという結果が出てい
るが、決して網羅的であるとはいえない。 
京都⼤学(2006)では、実質賃⾦や離婚率などを複数の経済社会的要因を説明変数として分
析を⾏っており、このような他の説明変数を含めつつ粗死亡率ではなく年齢調整⾃殺率を
⽤いた分析を⾏うことが必要と考えられている。 
また、Nomura et al.（2021）では、コロナウイルスの感染拡⼤に伴って、⽇本の⼥性の

⾃殺率が上昇したことが指摘されている。⼀⽅で、本研究では、⼥性の完全失業率の増加は
⾃殺率に与える影響は⼤きくないという点を⽰すに留まっておりどのような要因が⼥性の
⾃殺率に影響を及ぼすかについては検討できなかった。今後、⼥性の年齢調整⾃殺率を上昇
させる様々な経済社会的要因について分析していく必要があると考えられる。これらにつ
いては、今後の検討課題としたい。 
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